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2006年にグリーンピースに参加。2011年より、アジア全域
の大気汚染問題を扱うエネルギーおよび大気汚染のアナ
リストとして活動。現在、大気汚染の原因と健康への影響
を研究。 
 
近年は、東南アジア、南アジア、東アジア、ヨーロッパ、ト
ルコ、南アフリカの石炭火力発電の健康への影響に関す
る研究を発表。中国の石炭消費量やCO2動向、石炭火力
や鉄鋼業界の過剰設備状況についても調査を行ってい
る。  
 
フィンランドのヘルシンキ大学経済学およびユヴァスキュ
ラ大学環境科学の学位有する。熱烈なジブリ・ファン。フィ
ンランド・ヘルシンキ在住。  
 
  

 



日本は海外の石炭火力発電に資金提供する唯
一のG7国。公的金融機関の海外石炭投融資額
は世界第2位 

https://www.climate-transparency.org/managing-the-phase-out-of-coal-a-comparison-of-actions-in-g20-countries

GW

2018年までの
投融資 

それ以降の
投融資計画 

https://www.climate-transparency.org/managing-the-phase-out-of-coal-a-comparison-of-actions-in-g20-countries


日本は、膨大な公的資金を海外の石炭火力発電
所に提供（6カ国、18の発電所） 
2013年1月〜2019年5月に日本の公的金融機関が投融資した事業の位置を示す  

Data source: NRDC Consolidated Coal Finance Database and JACSES



日本の公的資金による海外石炭火力発電所一覧 
総額167億米ドル=1兆7700億円 ※1米ドル=106円（2013年1月〜2019年5月）  

Data source: NRDC Consolidated Coal Finance Database and JACSES



日本の石炭火力発電事業の公的資金 
受け入れ国の割合  2013年1月〜2019年5月 

Data source: NRDC Consolidated Coal Finance Database and JACSES



金融機関ごとの海外石炭火力発電事業への
公的資金の割合　2013年1月〜2019年5月

Data source: NRDC Consolidated Coal Finance Database and JACSES



二重基準：海外の発電所は日本の基準
の13-40倍の大気汚染物質を排出 
日本の公的資金による海外の石炭火力発電所は、日本で認可される一般的な発

電所（2012年以降）の最大13倍の窒素酸化物（NO
x
）、33倍の二酸化硫黄（SO

2
）、

40倍の煤塵（ばいじん）を排出 

Data source: Projects’ EIA documents



大気汚染シミュレーションの2つのシ
ナリオ

日本の公的資金による、17の石炭火力発電所（5カ
国）でシミュレーションを実施。

1つの発電所に対し2種類のシナリオで、シミュレー
ションを行った。

シナリオ 1:  資金受け入れ国の現在の排出制限値が適用され
た場合
シナリオ 2:  日本の一般的な排出制限値が適用された場合

年間の汚染物質濃度を予測 

各発電所、各シナリオの健康影響を計算



CALPUFFモデル*での大気汚染影響
シミュレーション

*地形・気象データ等を大気拡散モデルの一つ



日本の公的資金の石炭火力発電により、WHO
（世界保健機関）のガイドラインを超える大気汚
染にさらされる人々は、330万人

もし日本国内の発
電所の排出制限
が採用されれば、
ガイドライン違反
はほぼ起こらない



シナリオ 1
(現地の基準)

シナリオ 2
(日本の基準)

Pollutant 若年死の原因 中央値 下限値 上限値 中央値 下限値 上限値

PM2.5

肺がん 241 97 385 16 7 26

下気道（かきどう）感染症 514 0 1,046 21 0 44

虚血性心疾患 3,878 2,484 5,273 177 113 241

脳卒中 1,415 859 1,970 84 51 117

糖尿病 302 38 566 16 2 30

慢性閉塞性肺疾患 982 576 1,388 39 23 55

合計 7,332 4,054 10,628 353 196 513

NO2 すべての原因 2,613 1,234 3,993 278 131 425

All 合計 9,945 5,286 14,620 631 326 937

健康影響: 全ての発電所が稼働した
場合、年間約1万人の若年死亡が予
測される



国ごとの若年死亡者数（年間）合計約1万人

赤（シナリオ1）：日本の公的資金による石炭火力発電所で推計される年間若年死亡者数  
黒（シナリオ2）：海外の発電所が日本国内の排出基準で建設された場合（不確実性50%）  



発電所が30年間稼働す
る場合、これらの国々
で、約14.8万人 
から、41.0万人の若年
死が推定される。 

© Saagnik Paul / Greenpeace



しかし、日本国内の石炭火力発電の排出
基準でも人々の健康に深刻な影響がある

2012年以降に日本国内
で計画されている石炭
火力発電所により、年
間1600人の若年死が引
き起こされると推計され
る

（グリーンピースの2018年の分
析より。その後いくつかの発電
所計画は中止になった）

https://www.greenpeace.
org/archive-japan/ja/news
/press/2018/pr20180319/ 

https://www.greenpeace.org/archive-japan/ja/news/press/2018/pr20180319/
https://www.greenpeace.org/archive-japan/ja/news/press/2018/pr20180319/
https://www.greenpeace.org/archive-japan/ja/news/press/2018/pr20180319/


住民による反対運動の高まり



Myanmar - cancelledBatang, Indonesia - delayed

Indramayu, Indonesia - 
permit revoked

Bangladesh - active opposition

Van Phong, Vietnam - 
active opposition

Pakistan - active opposition



まとめ 

• 日本の公的資金による海外の石炭火力発電所は、日

本国内で建設される発電所に比べ、窒素酸化物

（NO
x
）が最大13倍、二酸化硫黄（SO

2
）が33倍、粉塵

（ばいじん）が40倍も排出される 

• 全ての発電所が稼働した場合、年間10000人の若年
死、言い換えれば、発電所の稼働期間30年にわたり、
14.8万人から41.0万人の若年死を引き起こす。 

• 発電所から排出される有毒なレベルの（WHOの基準を
超える）二酸化硫黄（SO

2
）に約 330万人がさらされる。 



提言

• グリーンピースは日本政府に以下を求めます。

– 日本国内の排出基準に満たない海外の石炭火力
発電事業への資金提供を中止する

– 公的金融機関が石炭火力への投融資を中止し、
自然エネルギーへの資金提供に移行する

• 日本援助の石炭火力事業受け入れ国の政府は、既存
の発電所についてはより厳しい排出基準を設定して、
人々の健康を守り、同時に自然エネルギーへの投融
資に移行すべきです。



Thank you!

lauri.myllyvirta@greenpeace.org


